
介護保険特別会計
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歳入予算の概要 

【介護保険特別会計】 

款１                         保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節１ 現年度分特別徴収保険料 細節 現年度分特別徴収保険料 

令和 8年度当初予算額 ２，６４７，０２９千円 令和 7年度当初予算額 ２，５７５，６２０千円 令和 6年度決算額 ２，６２６，９１９千円 

概要 

６５歳以上の方の年金より、現年度分の介護保険料として差し引いたものを受け入れます。保険料については、各世

帯の住民税課税状況や被保険者の住民税課税状況、合計所得金額等により１３段階に設定しています。 

担当課 介護保険課 

 

款１                         保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節２ 現年度分普通徴収保険料 細節 現年度分普通徴収保険料 

令和 8年度当初予算額 ２５１，０１２千円 令和 7年度当初予算額 ２５２，９８２千円 令和 6年度決算額 ２５５，９２０千円 

概要 

６５歳以上の方で、個人で納付していただく現年度分の介護保険料を受け入れます。保険料については、各世帯の住民税

課税状況や被保険者の住民税課税状況、合計所得金額等により１３段階に設定しています。 

担当課 介護保険課 

 

款１                         保険料 項１ 介護保険料 目１ 第一号被保険者保険料 節３ 滞納繰越分普通徴収保険料 細節 滞納繰越分普通徴収保険料 

令和 8年度当初予算額 ８，９０８千円 令和 7年度当初予算額 ８，２８４千円 令和 6年度決算額 ９，９０７千円 

概要 

６５歳以上の方の、滞納繰越分の保険料です。 

担当課 介護保険課 

 



事業概要

調書

（　）内は前年度分 伸　率 ﾍﾟｰｼﾞ

１総務費 98,264 15.4%

（         85,153）

２保険給付費 12,367,965 6.5% 介護サービス給付費負担金 11,130,082 介護保険課 242

（     11,614,778） 介護予防サービス給付費負担金 561,672 介護保険課 243

４基金積立金 1,165 288.3%

（            300）

５地域支援事業費 397,925 -39.8% サービス・活動事業 314,734 高齢者支援課 244

（        660,657） 一般介護予防事業 5,511 高齢者支援課 245

在宅医療・介護連携推進事業 14,281 高齢者支援課 246

認知症総合支援事業 8,604 高齢者支援課 247

６諸支出金 68,873 2186.6%

（          3,012）

７予備費 10,000 0.0%

（         10,000）

令和８年度　掲載事業一覧（介護保険特別会計）

担当課
対前年度比 主　な　事　業　内　容

◎印は新規事業

（単位：千円）

款
総　予　算　額

事業費
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ２ 項 １ 目 １ 介護サービス給付費 新規・継続  

 

③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし。 

 

 

事 業 名 介護サービス給付費負担金 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

１１，１３０，０８２千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

１０，４６０，９８７千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

 

 

 

03 

 

04 

 

05 

07 

 

 

 

 

 

保険料 

 

 

 

国庫支出金 

 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

 

 

 

 

 

現年度分特別徴収保険料 

現年度分普通徴収保険料 

滞納繰越分普通徴収保険

料 

介護給付費負担金 

現年度分調整交付金 

介護給付費交付金 

 

介護給付費負担金 

介護給付費繰入金 

低所得者保険料軽減繰入

金 

介護給付費準備基金繰入

金 

 

2,146,499 

233,182 

8,908 

 

1,933,910 

159,242 

3,005,122 

 

1,683,365 

1,391,260 

114,569 

 

454,025 

令和 6年度決算 
事業費総額 

 ９，８１３，４６６千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第４１条～第５０条 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 要介護認定者の介護サービス（居宅介護サービス・施設介護サービス・その他）

に係る法定給付保険者負担金です。要介護認定者が利用した介護サービス給付費等

の支払いに関して、埼玉県国民健康保険団体連合会からの負担金請求に基づき支出

するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 全国の各市町村が介護保険の保険者であり、同様の事業を実施しています。 

 

計 11,130,082 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 11,130,082 

計 11,130,082 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし。 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        健康推進部 介護保険課 

款 ２ 項 ２ 目 １ 介護予防サービス給付費 新規・継続  

 

③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし。 

 

 

事 業 名 介護予防サービス給付費負担金 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

５６１，６７２千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

５２２，３７５千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

 

03 

04 

 

05 

07 

 

保険料 

 

国庫支出金 

支払基金交

付金 

県支出金 

繰入金 

 

現年度分特別徴収保険料 

現年度分普通徴収保険料 

介護給付費負担金 

介護給付費交付金 

 

介護給付費負担金 

介護給付費繰入金 

 

149,179 

8,090 

112,334 

151,651 

 

70,209 

70,209 

 

令和 6年度決算 
事業費総額 

４８１，８２３千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第５３条～第６０条 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 要支援認定者の介護予防サービス（介護予防サービス・その他）に係る法定給付

保険者負担金です。要支援認定者が利用した介護予防サービス給付費等の支払いに

関して、埼玉県国民健康保険団体連合会からの負担金請求に基づき支出するもので

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 全国の各市町村が介護保険の保険者であり、同様の事業を実施しています。 

 

計 561,672 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

18 01 負担金 561,672 

計 561,672 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし。 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

款 ５ 項 １ 目 １ サービス・活動事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 訪問型・通所型サービスでは、住民主体の多様なサービスを提供して

います。 
事 業 名 サービス・活動事業 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

３１４，７３４千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

３０２，５７５千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

３１１，６７５千円 01 

03 

 

04 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

支払基金交付金 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業支援交付金 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業繰入金 

(介護予防・日常生活） 

84,973 

66,096 

 

84,979 

39,343 

 

39,343 

令和 6年度決算 
事業費総額 

３００，４１９千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 介護保険の要介護認定で「要支援１」「要支援２」に認定された方、基本チェッ

クリストによりサービス事業対象者（生活機能の低下がみられ、要支援状態となる

おそれがある高齢者）と認定された方及び要介護１以上の認定を受けた後も本人が

希望し市が必要であると認めた方を対象に、介護事業者や住民主体の支援などの訪

問型サービス（掃除・洗濯などの日常生活支援）・通所型サービス（機能訓練・集

いの場などの日常生活支援）を提供しています。 

 なお、事業名を「介護予防・生活支援サービス事業」から「サービス・活動事業」

に変更しました。 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

  

 

計 314,734 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

 

11 

13 

18 

01 

04 

02 

06 

01 

02 

消耗品費 

印刷製本費 

手数料 

その他使用料 

負担金 

補助及び交付金 

110 

33 

20 

11 

312,920 

1,640 

計 314,734 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

款 ５ 項 ２ 目 １ 一般介護予防事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

 自主グループ活動支援事業はボランティア団体と連携して実施してい

ます。 

 

事 業 名 一般介護予防事業 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

５，５１１千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

５，９０３千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

04 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

支払基金交付金 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業支援交付金 

地域支援事業交付金 

(介護予防・日常生活） 

地域支援事業繰入金 

(介護予防・日常生活） 

1,491 

1,157 

 

1,487 

688 

 

688 

令和 6年度決算 
事業費総額 

４，１７９千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 全ての第一号被保険者の方を対象に、介護予防事業を実施します。 

地域において住民主体の通いの場を充実させ、リハビリテーション専門職等によ

る自立支援に資する取組を推進し、生きがいをもって生活できる地域を目指しま

す。 

ずっと元気！いきいき介護予防教室、フレイル予防教室、シニア健康 e スポーツ

教室、シニア健康音楽レクリエーション教室、歯っぴーかむかむ教室、地域リハビ

リテーション活動支援事業等を実施します。新たに eスポーツや音楽を取り入れた

事業を取り入れることで、参加者の興味・関心に応じた多様なプログラムの展開を

図ります。 

なお、一般介護予防事業のうち地域介護予防活動支援事業は、一般会計の重層的

支援体制整備事業に移行しました。 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

 

計 5,511 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

11 

 

12 

13 

18 

01 

01 

02 

06 

01 

02 

01 

報償費 

消耗品費 

手数料 

保険料 

委託料 

会場借上料 

負担金 

40 

318 

190 

10 

4,910 

6 

37 

計 5,511 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

 

 

款 ５ 項 ３ 目 ５ 
在宅医療・介護連携推進

事業費 
新規・継続 

 ③市民参加の実施の有無とその内容 

 なし 

 
事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

１４，２８１千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

１４，２０１千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業繰入金 

(介護・日常生活以外) 

3,283 

5,498 

 

2,749 

 

2,751 

令和 6年度決算 
事業費総額 

１４，２９７千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的

に提供する体制の構築を進めています。 

当事業のうち、主に医療分野との 

連携に関連する業務を在宅医療支援 

センター業務として入間地区医師会 

に委託しています。 

 

 

 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

 介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

 

計 14,281 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

10 

 

12 

01 

04 

01 

消耗品費 

印刷製本費 

委託料 

11 

770 

13,500 

計 14,281 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 
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事業概要調書 

【介護保険特別会計】        福祉部 高齢者支援課 

款 ５ 項 ３ 目 ７ 認知症総合支援事業費 新規・継続  ③市民参加の実施の有無とその内容 

認知症の本人・家族や地域住民、専門職等が集い、意見交換できるオレンジ

カフェを開催しています。チームオレンジ等はボランティアと連携し、オレ

ンジガーデニングプロジェクトは市民・学校・企業等と協働しています。 

事 業 名 認知症総合支援事業 

令和 8年度当初予算 
事業費総額 

８，６０４千円 

令和 7年度当初予算 
事業費総額 

８，７１９千円  

 

 

④

事

業

費

及

び

財

源

等 

 

 

歳 

 

入 

款 款 名 称 細 節 名 称 予算額（千円） 

令和 7年度補正後予算 
事業費総額（12月末現在） 

 01 

03 

 

05 

 

07 

保険料 

国庫支出金 

 

県支出金 

 

繰入金 

現年度分特別徴収保険料 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業交付金 

(介護・日常生活以外) 

地域支援事業繰入金 

(介護・日常生活以外) 

1,980 

3,312 

 

1,656 

 

1,656 

 

令和 6年度決算 
事業費総額 

８，０８０千円 

根 拠 法 令 等 介護保険法第１１５条の４５ 

①事業の概要（事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等） 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮ら

し続けることができるよう当事業を進めています。 

主な事業内容としては、「認知症初期集中支援チーム」を設置し、専門職が初

期の段階で認知症の方やその家族に対して適切に支援しています。「認知症地域

支援推進員」により支援体制を構築し、認知症サポーター養成講座、認知症サ

ポーターステップアップ研修の開催、チームオレンジ（認知症サポーターが認

知症の人やその家族を支援する組織）の活動を支援しています。また、認知症

の方及びその家族、地域住民、専門家などが 

集い、認知症について意見交換ができる場と 

して「オレンジカフェ（認知症カフェ）」を 

開催しています。さらに、普及啓発として 

チームオレンジや学校、企業等と「オレンジ 

ガーデニングプロジェクト」を実施します。 

 

 

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） 

介護保険法に基づき、同様の事業を各自治体でも実施しています。 

計 8,604 

 

 

歳 

 

出 

節 細節 細 節 名 称 予算額（千円） 

07 

10 

 

11 

12 

18 

01 

01 

04 

01 

01 

01 

02 

報償費 

消耗品費 

印刷製本費 

通信運搬費 

委託料 

負担金 

補助及び交付金 

632 

567 

226 

9 

6,480 

90 

600 

計 8,604 

⑤その他（その他必要事項及び添付資料） 

 なし 




